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　　　出典根拠：平成12年度「建設総合統計」，国土交通省�
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図―２　公共土木工事の月別変動（平成12年度）�
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１． はじめに

公共工事コスト縮減対策については，平成９年

度から１１年度までの３年間の取り組みで一定の成

果を得たものの，依然として厳しい財政事情の下

で引き続き社会資本整備を着実に進めていくた

め，平成１２年度以降については新行動指針，新行

動計画を策定し，これまで進めてきた直接的な工

事コストの低減に加え，時間的コストの低減，施

設の品質向上によるライフサイクルコストの低

減，工事における社会的コストの低減，工事の効

率性向上による長期的コストの低減を基本的な視

点として総合的なコスト縮減を推進しています。

しかし，これまでのコスト縮減施策では限界が

あるため，「公共事業コスト改革の推進」が，平

成１３年９月４日の経済財政諮問会議で示された

「改革先取り施策パッケージ（扇試案）」に盛り込

まれましたので紹介します。

２． 公共工事コスト改革の推進

公共工事コスト改革の推進の内容を図―１に示

す。

� 工事の平準化の促進

平成１２年度の建設総合統計によれば，公共土木

工事における月別の出来高は，最大月と最小月で
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図―１ 公共事業コスト改革の推進

予算の単年度主義の制約を除去

（新技術活用枠の創設）

（１年前倒し）
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実施工事期間より長目の工期を設定し，受注者にとって最も効率的な施工時期を選択�

公共土木工事の月別変動�

図―４　フレックス工期のイメージ�
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図―３　国庫債務負担行為を活用した工事の�
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１．９倍の格差が生じており，特に第３四半期の出

来高が高い状況にあります（図―２参照）。こう

した状況を平準化することができれば，技術者，

現場労働者，資機材の手配や調達の合理化が図ら

れるだけでなく，会社経営等の改善に繋がるもの

と考えられます。

工事の平準化の促進の具体策として，国庫債務

負担行為の活用，フレックス工期の設定を行い，

工事の計画的かつ迅速な発注，適切な工期の設定

により，工事の平準化を積極的に推進します。

第１四半期に工事を継続する国庫債務負担行為

を活用した工事の平準化のイメージを図―３に示

します。また，フレックス工期のイメージを図―

４に示します。フレックス工期は，実施工事期間

より長目の工期を設定することにより，受注者に

とって最も効率的な施工時期の選択が可能となり

工事の平準化につながるものと考えられます。さ

らに，これらを組み合わせることにより効果的に

なると考えられます。

� 新技術活用の促進

技術革新による新技術の活用により，公共工事

の品質確保とコスト縮減が期待されています。そ

のため技術指定システム，工事選定技術募集シス

テム，テーマ設定技術募集システムからなる技術

活用システムによって新技術の活用を図り，技術

活用システムを採用する工事件数を直轄工事全体

の一定割合とする新技術活用枠を創設し，新技術

活用の促進を図ることとしました。

さらに，民間技術力の活用が期待できる工事に

ついては，DB（設計・施工一括発注）や入札時

VE等の技術提案を受け入れる入札方式を積極的

に推進します。

� 電子入札の前倒し実施

国土交通省直轄事業における電子入札の完全実

施を１年前倒し実施し，平成１５年度初期に完全実

施を図ります。平成１４年度は２，０００件程度に電子

入札を拡大し，平成１５年度は４０，０００件程度実施し

ます。電子入札の前倒し実施により，入札参加者

の移動コストの大幅な縮減や事務の迅速化による

コスト縮減等の効果が早期に発現されます。

� そ の 他

さらに，多様な入札・契約方式について実験的

に取り組み，入札時における競争性の向上を図り

ます。また，中小企業の受注機会の確保に配慮し

つつ適正な発注ロットを設定します。

３． おわりに

依然として厳しい財政事情の下で引き続き社会

資本整備を着実に進めていくためには，聖域なき

構造改革が求められています。公共事業コスト改

革の推進は，これまで実施してきた公共工事のコ

スト縮減対策を一層推進するものですが，これま

での取り組みを定着させることが大前提となって

います。したがって，建設マネジメントの現場で

の創意工夫が特に重要となります。技術者として

実際に動いている現場と向き合い，その現場でで

きる工夫は何かについて知恵を絞ることが大切で

す。
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